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概要 
東京工業大学 業務改革推進室では、事務局などが組織的に行う業務に関する申請の電子化を DX（Digital 

Transformation）の一環としている。この電子申請を迅速に実現するために、T2APPs（Tokyo Tech Application 

& Approval system）と名付けた文書決裁システムを 2021年 4 月から本格的に運用開始した。本件では、この
T2APPs の運用や実装について述べるとともに、2023 年度に実施した改善についても報告する。 

1. はじめに 

東京工業大学では、学生や教職員から受け取る申
請業務の数は 2500 以上存在している。業務担当部署
の多くは ExcelやWordファイルを様式として用意し
ており、申請者はその様式に記載したものをメール
や Slack などで提出する。業務担当部署では申請を受
け付けた後は、記載された内容を確認し手順に従い
申請の承認を進めていく。その過程ではまた別の
Excel などの台帳に転記してその進捗状況等の管理
も行っている。 

業務改革推進室では、これらの申請業務の電子化
の支援のために T2APPs を用意し 2021 年 4 月から本
格的に運用を開始した。2024 年 1月現在、約 30種類
の申請文書管理が T2APPs上にあり、それらからの申
請はこの 1 月に 831 件あった。筆者は、この業務改
革推進室には 2022年 11月から協力を開始しており、
その協力の内容について報告する。 

2. T2APPsの概要 

T2APPs の利用者は構想段階から東京工業大学の
全構成員としており、これを利用するためには東京
工業大学の認証基盤である東工大ポータル [1]の
SAML 認証によるシングルサインオンを必要とする
こと、また申請以外の様々な業務に対応できる汎用
性を持つことなどが要件とされた。この要件から基
盤となるシステムは、住友電工情報システム株式会
社 楽々WorkflowII[2]となった。システムは大きく二
つに分けられ、学生や教職員から申請を受け付ける
本番環境と開発環境のコンフィグを一致するよう修
正し設定の整合性を保つようにしている。 

T2APPs の本番環境には、東工大ポータル、および
学生の情報を管理する学務部から、ユーザーID や氏
名、所属情報など、合計 258 項目の様々な情報の提
供を日々受けている。そこからユーザー情報、組織情
報、ユーザー情報と組織情報の紐づけを行うための
グループ情報等を再成形し T2APPs に取り込むこと
により、日々更新される教職員や学生をはじめとし
た東京工業大学の全構成員の最新情報を自動的に反
映している。 

開発環境では、実際の人員配置に似せたデモアカ
ウントを用意しており、T2APPs で申請文書管理の利

用を希望した業務担当部署に所属する職員に対して
のみ提供している。これにより業務担当部署に所属
する職員自身で申請文書管理を開発することを可能
としている。また、製造元が提供している e ラーニン
グがあることから、開発環境にはその受講を可能と
する環境も併せて用意している。 

T2APPs では、ユーザーの権限を大きく以下の 3つ
に分類している。 

- 申請を行うグループ 

- 申請文書管理を行うグループ 

- T2APPs 管理グループ 

申請を行うグループには、東京工業大学の全構成
員が入り、さらにこの中の大きな区分として教職員
と学生がある。これにより、各業務担当部署は、申請
者を学生、教職員、またはその両方を申請者として設
定することが可能となっている。 

申請文書管理を行うグループは、主に事務職員が
入っており組織図と同一の配置構造を持たせている。
また、申請文書管理の管理権限も組織図に記載され
ている業務担当部署に対して原則与えられ、ユーザ
ーには与えていない。属性情報の一つである組織図
上の所属情報に権限が振られるため、人事異動など
のユーザーの変更に影響されない。そのため、ユーザ
ーは当該部署から別の部署に異動すると文書管理は
行えなくなり、また別の部署から当該部署へ異動す
ると文書管理が行えることとなる。 

最後の T2APPs 管理グループは業務改革推進室の
ユーザーを手動で設定している。 

3. サーバの引継ぎとシステム改善 

筆者は、この文書決裁システムの運用への協力は
2022年 11 月から行っており、協力当初は申請文書管
理の実装支援を行いながら、楽々WorkflowII のマニ
ュアルの確認や現状の構成確認などを行っていた。
サーバの運用については 2023年 4月から本格的に引
継ぎ T2APPsの基盤全体の運用管理を行っている。 

3.1 引継ぎの後に実施したサーバ運用の改善につい

て 

サーバの運用を 2023年 4月から引継ぎ運用と様々
な改善を行っている。本製品は、製造元によりインス
トールが実施され、そのまま使用されていた。 

引継ぎ直後に実施したのは、バックアップから復 ___________________________________________  

# kuwana@cert.titech.ac.jp 
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元が可能かどうかの確認を行い、問題が発生した場
合にいつでも別のサーバ上で復元できる手順を確立
した。また、引継ぎ当時はサーバ上のパフォーマンス
を起因とするトラブルが発生していた。問題が発生
した後に応急処置的な対応になることを防ぐため、
本番環境と開発環境の複数台存在するサーバを集中
監視するためオープンソースの統合監視ソフトウェ
アである Zabbix[3]を導入し毎朝 1 回目視で確認する
ようにした。アラートを設定することも可能である
が、毎日の変化に少しでも気が付けるよう目視での
確認を継続している。その他、IP アドレスやユーザ
ーの権限などによるアクセス制限を行うなども実施
した。 

2023 年 5 月からは、毎月第 3 木曜日の夜に月例メ
ンテナンスを行うようにした。この月例メンテナン
スにより、OS/ミドルウェア/楽々WorkflowII 等のアッ
プデートを行い、可能な限り最新の状態を保つこと
とした。また、製造元の情報を毎日確認し、改善につ
ながるような内容があれば業務改革推進室内にその
情報を展開し次回の月例メンテナンスに変更を加え
るものを準備するようにした。マシンスペックを起
因とするような問題が発生するたびに設定変更を加
えていくことで、2023 年 8 月頃から現在まで問題は
発生していない。 

なお、導入した Zabbix では、CPU、メモリ、ディ
スク容量等基本的な監視しか行っていない。Zabbix

では、JVM（Java Virtual Machine）の監視なども行え
ることから、さらに高度な監視を行えるよう設定変
更を今後行うことを考えている。 

3.2  ログ分析システムの導入 

申請文書管理を行う業務担当部署からは、申請者
から受けた問い合わせや、申請の承認経路の途中で
問題が発生した等の様々な問い合わせが業務改革推
進室に日々よせられる。これらの問題の切り分けを
行うために、ログ分析システムである Splunk[4]を
2023 年 6 月に導入した。楽々WorkflowII の基本機能
からもログの閲覧は可能であるが、問題の発生区分
ごとにファイルが作成され、さらに日毎に分離され
るテキストファイルにログが保存される仕組みであ
る。そのためログを閲覧するには、複数のテキストフ
ァイルを確認することとなるが、業務担当部署も申
請者からの伝聞からの問題発見も多く、伝言になっ
た曖昧な情報から問題の切り分けを迅速に実施する
ことは困難だった。ログ分析システムを導入してか
らは、曖昧な情報からでもその症状を確認すること
ができるようになり、また同じ時間帯に発生した事
象を確認することが容易になったため、問題の原因
を見つけることができるようになった。 

3.3 デザインの変更 

引継ぎ当時は、製造元のロゴなどが表示されてい
る状態であった（図 1）。T2APPs のロゴを作成し、デ
ザインの変更を 2023 年 8月に実施した（図 2）。デザ
インの変更により申請者の混乱が生じる懸念があっ
たが、そのような声は業務改革推進室には届かなか
った。 

 

図 1. 引継ぎ当時の画面イメージ 

 

 

図 2. デザイン変更を行った現在の画面イメージ 

 

ロゴについては、東京工業大学のシンボルマーク
である燕を主題とし、2 匹の燕で、Application や
Approval の頭文字を表現するようなデザインが採用
された（図 3）。作成については、手書きで書いた 2 匹
の燕のシルエットを Adobe Illustratorでパスを取った。
配色については、東京工業大学ビジュアルアイデン
ティティマニュアル[5]に記載されているロイヤルブ
ルーを使用することとした。 

 

 

図 3. 作成した T2APPsのロゴ 

 

3.4 メニュー等の整理 

申請文書管理の実装支援では申請者となって申
請を進めるテストを行っている。その際に申請を行
うグループに表示しないことが望ましい機能がいく
つかあることに気が付き問題提起を業務改革推進室
に行った。その結果、T2APPsの 3 種類のユーザー権
限で表示される各種メニューについて、それぞれの
権限でどの機能が必要かどうかを再検討し、2023 年
8 月に整理を実施した。また、本番環境と開発環境で
表示するメニューも異なっていたため整合性を取る
ため同様の表示にした。申請文書管理を行うグルー
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プには、今後必要とされる機能も考えられたが、現在
の利用がないものは無効に設定した。また、開発環境
のデモアカウントについても不要なものが多く登録
されていたため、不要なものを削除するなども合わ
せて実施した。 

3.5 ライセンスの増強 

開発環境には、専用のライセンスを使用しており、
同時アクセスは 5 アカウントまでとなっていた。6ア
カウント目からは、ログインしようとすると上限に
達したとの表示がされる。この上限に達した数の計
測を行い、2023年 8 月には 1247 回上限に達している
ことが確認された（図 4）。この情報をもとにライセ
ンスの調達を行い、11 月に増強することにより同時
アクセス数の上限が撤廃された。なお、ログの出力設
定を 7 月に変更したことにより計測が可能になった
ため、それ以前に上限に達していた数は不明である。 
 

 

図 4. 2023年 8月に発生した同時アクセスの上限の

エラー状況 

 

3.6 法人番号検索の再構築 

いくつかの申請文書では他組織の名称や住所を入
れたいとの要望がテスト段階からあり、国税庁が法
人番号公表サイト[6]で提供する法人番号情報をもと
に POPUPで呼び出すよう楽々WorkflowIIの機能によ
り実現している。しかし、この法人番号の情報は 2020

年 3 月に構築した当時のままだった。業務担当部署
から 2024年度は最新の情報を利用したい要望があっ
たことから、2024 年 1 月に新たに法人番号検索の実
装を行った。 

この実装では、既存の法人番号検索から変更点が大
きく 2 点あった。1 点目は法人番号公表サイトにある
リソース定義書に準拠した内容に変更したこと、2点
目はこの法人番号の情報が自動的に更新される仕組
みを作成したことである。自動的に更新される仕組
みは、Microsoft Power Automate[7]を用い webから最
新情報を週 1 回ダウンロードし、WSL 2[8]からデー
タベースに接続しデータの更新を行うようにした。 

なお、法人番号公表サイトの情報に準拠したことに
より、呼び出し方法が以前と異なることから、既存の
ものとは別に version 2 として新規に作成した。その
ため、現在は 2 つの法人番号検索が存在する状況に
なっている。 

3.7 楽々WorkflowII の各種パラメータ変更 

本番環境と開発環境の設定が異なる部分が引継
ぎ時点では多くみられた。本番環境と開発環境のコ
ンフィグを一致するよう修正し設定の整合性を保つ

ようにしている。整合性を保つことにより、問題の発
生を防ぎ、メンテナンス性が向上し、バージョンアッ
プの実施の煩雑さを軽減している。楽々WorkflowIIの
コンフィグの修正については、diff コマンドで本番環
境と開発環境の比較を行い、差が発生している箇所
について製造元のマニュアルを確認してから修正す
る。その際に行数を合わせるなども実施している。コ
ンフィグの修正を反映させるためには再起動が必要
な場合も多く、毎月のメンテナンスに反映を行うこ
ととしている。そのため多くの修正を行うとテスト
の量が膨大になることや問題の切り分けが難しくな
ること、コンフィグについては複数のコンフィグフ
ァイルが存在していることから、まだ完全に整合性
を保つまでには至っていない。今後も継続して実施
していく。 

3.8 その他 

協力当初から申請文書管理実装支援を現在も続け
ている。また、業務改革推進室の業務協力として、月
例報告などを残すことを提案し 2023 年 11 月から作
成するなどの協力も行っており、関係する委員会で
報告されるようになってきている。 

その他、楽々WorkflowII を専門に扱った開発を行
っている委託業者 2 社との関係の構築や、セキュリ
ティの問題が発生した場合に備え、セキュリティベ
ンダーとの関係構築を行うなど、有事の際には迅速
に対応できるよう運用体制の強化も行った。さらに、
楽々WorkflowII を導入している他組織との情報交換
も今後強化していく予定である。 

4 申請文書管理の実装手法について 

事務局が実施する業務には申請から開始するもの
が多く存在する。申請文書管理の T2APPsへの実装に
ついては業務担当部署と共同で実施している。その
大きな流れについて 4.1から 4.6 まで述べる。 

4.1 プロジェクトの開始 

申請業務の担当部署が T2APPs の利用希望を業務
改革推進室に連絡することにより T2APPs の本番環
境への実装の第一歩となる。実装を希望する内容が
T2APPs で提供している内容に沿っているかどうか
等の意見交換を実施した後にキックオフミーティン
グを必ず実施する。 

キックオフミーティングではメンバーの顔合わせ
と共にプロジェクトの意義や目的の明確化がなされ
る。これを実施することにより参加メンバーの役割
も明確化され、今後発生するタスクの重複や抜けを
防ぐ等に影響していると考える。 

また、ミーティングの後には T2APPsの開発環境へ
のログイン権限等を設定し、業務担当部署に提供し
ている。開発環境上で e ラーニングの受講やテスト
的な構築を実施されることにより、申請文書管理の
技術的な実装や管理などの理解を進めていただく。
なお、場合によっては T2APPs の実装のイメージをし
やすくするために、現状の Excelや Wordファイルの
申請様式をもとに業務改革推進室により開発環境上
で仮のものとして実装することもある。 
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4.2 現状分析と要件定義 

申請文書管理に関する業務を対象に現状分析を実
施する。BPM（Business Process Management）を基礎
として、業務担当部署の業務手順だけではなく、申請
者の申請手順と業務担当部署の範囲外になりやすい
申請者自身の目的と前後の手順なども確認し、また
それに関わる直接的な利害関係者と間接的な利害関
係者も確認していく。これに合わせて申請にある情
報から誰がどのような情報を追加し利用しているか、
それらをまとめる報告書や提出先があるか等の把握
も実施する。また、必要に応じて業務の根拠となる関
連規則や法律等やの確認も実施する。これら業務の
深堀により業務担当部署で再認識が行われ、これ以
降の流れで抜けの発生が軽減されると考えている。 

現状分析した結果を用い、再度その全体の流れを
確認する会を実施する。申請業務全体を俯瞰するこ
とにより、現状の問題点を言語化できるようになり、
新しい解決方法などが浮かぶことも多い。ここで出
た意見をもとに要件を定義していく。申請者、業務担
当部署、および関係者の導線を再設計する。再設計で
は、現状の問題点を解決のために、現状とは大きく異
なる導線になることもある。特に異なる関係者によ
る重複した確認などは省略される場合が多い。 

また、本番稼働までの現実的なスケジュールもこ
こで再度確認され、それに向かい、各種関係者に必要
な情報提供の開始も始まる。 

4.3 申請文書管理の設計と実装 

現状分析と要件定義で決定した内容に従い開発環
境上で実装を進めていく。前項までに申請で取得す
る情報などが確定しているが、システムに実装する
場合には細かい情報が抜けている場合も多い。例と
して住所の情報取得が必要な場合、郵便番号の取得
が必要かどうか、住所を分割する必要があるかなど
である。そのため、業務担当部署における情報の再利
用性なども検討にいれ、設計の再確認を詳細に行い
ながら実装していく。実装では、申請者の申請画面、
業務担当部署の管理画面、申請が進むことにより発
生するメールの文面などを、日々発生する業務で実
際に使っている場面を想像しながら検討を行う。ま
た、英訳も必要に応じて実施している。 

4.4 本番準備 

旧手続きからの移行方法や業務担当部署による申
請管理文書を利用した日々発生する業務の詳細な再
確認が確認され、現状分析と要件定義で出た問題点
が解決できているかなどを含めたテストを実施する。
合わせて申請者向けのマニュアル作成やホームペー
ジ修正など本番稼働に向けた準備を行う。 

4.5 本番稼働 

楽々WorkflowII の基本機能には、申請文書管理の
インポートエクスポートや申請を受け付けなくする
メンテナンスモードなどが存在している。これらの
機能を用いて開発環境で作成した申請文書管理を本
番環境へメンテナンスモードで移植する。本番環境
へ移植後、権限が意図した通りに設定されているか、
開発環境と比較しながら確認していく。 

確認が完了したらメンテナンスモードを解除し、
必要に応じて関係者に案内を実施していく。 

4.6 プロジェクトの振り返り 

この申請文書管理の本番環境までを振り返る会を
本番稼働した数か月後に実施する。ここでは申請文
書管理の実装により達成できたことや効果、成果な
どの文書化を行い、プロジェクトの反省点や実装後
確認された課題なども共有し、さらなる改善に向け
た方針を確認している。 

このプロジェクトの振り返りは最近始めたもので
件数はまだ多くはない。振り返りを実施してどの実
装でも確認された成果については、以下の通りであ
る。 

- Excel や Word ファイルに申請者自身で記載する
ことで発生していた表記ゆれが減った。 

- 学生からの申請の場合には、指導教員の承認得
てから業務担当部署に届くものもある。このよ
うな承認経路の場合でも業務担当部署による把
握が可能となり支援しやすくなった。 

- 申請の集計などが簡単に実施することができる
ようになり、繁忙期の負荷が減った。 

4.7 円滑に進めるための取り組みについて 

T2APPs への実装の課題は多く、特に現状分析と要
件定義の段階では、同様の経験を業務担当部署の職
員が有る無しにより進捗に大きな差がみられる。こ
れを改善するために、BPM の基礎知識や業務プロセ
スの概念と可視化に関する知識・技能の習得を促す
プログラムの開発なども行われている[9]。また、こ
れをもとに DX を進めるための啓発活動として東京
工業大学 社会人アカデミーとして開講するなども
行われている[10]。 

5 今後にむけて 

2024年 10月に東京工業大学は、東京医科歯科大学
と統合され東京科学大学となる。T2APPs を継続して
利用することがすでに決定している。円滑な移行を
実現するためにすでに準備を進めているところであ
る。現在の T2APPs の基盤についても、統合後も一定
期間運用を続ける予定であり、まだ改善すべき点も
多く残っている。 

また、法人番号検索のようなオープンデータを申
請と関連付けることにより、情報の利便性が格段に
向上することから、様々な情報連携を増強すること
を検討している。現在の T2APPs では外部データを外
部データベースに格納して SQLで呼び出す利用とし
ているが、新たに Web-API で呼び出せることを可能
とする基盤を用意することも予定している。 

業務担当部署と共同で実施する申請文書管理の実
装についても、多く改善点が存在している。現在の実
装方法を改良しながら、実装の効率化を目指す。また、
業務担当部署とのコミュニケーションを強化するた
めに、まだ T2APPs で申請文書管理を行っていない部
署向けのハンズオンや、既存業務担当部署向けの情
報共有会などを 2024年度から実施するよう進めてい
る。 



令和 5 年度高エネルギー加速器研究機構技術研究会、2024年 3 月 7 ~ 8 日
https://www2.kek.jp/engineer/tsukuba/giken/2023/ 

東京工業大学では T2APPs を DX の一環としてい
る。現在の T2APPs で実施している申請文書管理は東
京工業大学全体を見るとまだ多くはない。この申請
文書管理が東京科学大学でさらに拡充されることに
より、業務担当部署と業務担当部署が連携した部署
横断型の申請を提供することが可能となることを期
待している。また T2APPsにデータが蓄積され正しく
活用されることにより業務の改革がより一層進み、
その結果が全構成員に還元されることを期待してい
る。 

6 まとめ 

本報告では、文書決裁システムである T2APPsの運
用に関する基盤等の高度化、またさらに各種申請文
書管理の実装について概説した。現在までに実装し
た申請文書管理の各プロジェクトを見ると改善点も
多くあり、また T2APPsの基盤自体の機能の強化も必
要であると考えられる。 2024 年 10 月に東京工業大
学は東京科学大学となり、文書決裁システムは継続
して運用することが決定している。情報技術につい
ては、日々向上していることから、その継続する変化
に合わせて高度な支援ができるよう目指す。 
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